様式第３号（第８条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	




令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
交付申請取下げ届出書

　令和　年　月　日付け　第　　号で交付決定のあった、しまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　　　枠）について、下記のとおり交付申請を取り下げたいので、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第８条第２項の規定に基づき届け出ます。

記

１．取下げする事業名


２．取下げ理由




様式第４号（第９条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	




令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
変更承認申請書

　令和　年　月　日付け　第　　号で交付決定のあった、しまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　　　枠）について、下記のとおり変更したいので、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第９条第１項の規定に基づき申請します。

記

１．変更理由及び内容




２．添付資料
（１）補助事業計画書　１部
　　　（変更前と変更後のそれぞれの内容が分るように記載）



様式第６号（第１０条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	




令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
遂行状況報告書

　令和　年　月　日付け　第　　号で交付決定を受けたしまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）の遂行状況について、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第１０条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．事業名


２．補助事業の遂行状況




様式第７号（第１１条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	




令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
実績報告書

　令和　年　月　日付け　第　　　号で交付決定を受けたしまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）の実績について、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第１１条の規定に基づき、別紙のとおり報告します。


（添付資料）
１　補助事業報告書　１部
２　直近の決算書又は試算表（直近の決算書を提出している場合）　各１部

別記様式

補助事業（　　　　　枠）報告書

	申請者概要
	創業・設立日
	　年　　　月　　　日
	資本金・出資金
	万円

	
	従業員数
	正社員　　名、パート　　名、アルバイト　　名、派遣社員　　名
その他　　名（　　　　　　　　）

	
	現在の事業内容
	※現在の生産製造内容等を記載

	
	主な販売先
	※上位５社程度を記載

	
	主な調達先
	※原材料及び外注先それぞれ上位３社程度を記載

	
	パートナーシップ構築宣言
	☐パートナーシップ構築宣言に登録している（申請中含む）
☐パートナーシップ構築宣言に登録していない

	
	補助金等の
活用実績
	※過去３か年における国・県・市町村等の活用した補助金等を記載




１．補助事業の名称


２．補助事業の要約


３．間接補助事業に要した経費、間接補助対象経費及び間接補助金の充当予定額
	間接補助事業に要した経費
	金　　　　　　　　　　　　　　円　　

	間接補助対象経費
	金　　　　　　　　　　　　　　円　　

	間接補助金の充当予定額
	金　　　　　　　　　　　　　　円　　



４．補助事業の実施期間
　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

５．補助事業の実績
（１）実施した補助事業の内容
※導入した技術や機械装置について、合わせて記載ください。
　※専門家等からの指導・助言を受け、研究開発への反映させた内容を記載ください。


（２）実施した補助事業の結果及びその成果


（３）補助事業の成果による事業化計画


（４）補助事業の成果に係る知的財産権等について


（５）補助事業の評価　※補助金の支払いに影響はございませんので、率直にご記入ください。
	事業の評価
　※評価方法は、次のとおりとします。A・B・Cのいずれかに○を付けてください。
　　　評価基準：A　計画通り又はそれ以上の成果につながり、効果が大きかった。
　　　　　　　　B　一定の成果・効果があったが、改善すべき余地もあった。
　　　　　　　　C　事業の着目点、実施体制・実施方法等に改善すべき問題があり、効果がなかった

	評価項目
	A
	B
	C
	評価理由
※自己評価の要旨を記入してください。

	目標の達成度
	
	
	
	

	今後の事業の貢献度（可能性）
	
	
	
	

	地域への波及効果
	
	
	
	

	総合評価
	
	
	
	



６．収支関係
（１）資金実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　　額
	備考（借入金の調達先等）

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	本補助金の
充当予定額
	
	（本補助金交付までの繋ぎ資金）
自己資金　　　円
借入金　　　　円
その他　　　　円

	その他
	
	

	合　　計
	
	



（２）支出実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	間接補助事業に
要した経費
①
	対象外経費
（消費税相当額他）
②
	間接補助対象経費
①－②

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	

	補助金充当予定額　　　　　　　　　円（千円未満切り捨て）

	


　※交付要領別表に定める間接補助対象経費の区分ごとに記載してください。
　※欄が足りない場合は便宜追加ください。



７．経費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	支出内容
（数量・規格・用途等）
	間接補助事業に
要した経費

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（小　　　計）
	

	（合　　　　　計）
	


　※交付要領別表に定める経費区分ごとに記載してください。
※消費税等を含めた額で記載してください。
　※間接補助事業に要した経費は、６の（２）支出実績に記載した額と一致させてください。
※欄が足りない場合は便宜追加ください。





















別記様式
年　　月　　日

指導・助言報告書

氏名　　　　　　　　　　　
次のとおり報告します。
	事業名
	

	支援先企業名
	
	実施回数
	　　回目／全　　回

	実施年月日
	助言時間　※(　)は助言時間数

	令和　　年　　月　　日
	　　：　　～　　：　　（　　時間）




	助言事項（※外部専門家が記入してください）

	＜今回の助言内容＞











※助言時に使用した資料があれば添付してください。





様式第８号（第１１条関係）

令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業補助金取得財産等管理台帳

	実施年度
	
	事業者名
	

	事業名
	



	財　産　名
	規　　　格
	数量
	単価（円）
	金額（円）
	取得年月日
	耐用
年数
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


＊本台帳には、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上（消費税相当額を除く）のものを記載すること
＊「単価」及び「金額」欄には消費税相当額を除いた額を記載すること
＊「取得年月日」欄には検収年月日を記載すること
＊「耐用年数」欄には減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載すること

様式第１０号（第１３条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	



令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
概算払請求書

　令和　年　月　日付け　第　　号で交付決定を受けたしまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）について、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第１３条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。
記
１．概算払いを必要とする理由


２．概算払請求額
	概算払請求額
	金　　　　　　　　円

	
	① 間接補助金交付決定額
	金　　　　　　　　円

	
	② 既受領済み額
	金　　　　　　　　円

	
	③ 今回請求額
	金　　　　　　　　円

	
	④ 残　　　額
	金　　　　　　　　円



３．支払先口座
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座種別
	
	口座番号
	

	口座名義
	

	口座名義カナ
	



様式第１１号（第１３条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	



令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
精算払請求書

　令和　年　月　日付け　第　　号で額の確定のあった、しまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）について、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第１３条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。
記
１．精算払請求額
	精算払請求額
	金　　　　　　　　円

	
	1  間接補助金の額の確定額
	金　　　　　　　　円

	
	2  既受領済み額
	金　　　　　　　　円

	
	3  今回請求額
	金　　　　　　　　円

	
	4  残　　　額
	金　　　　　　　　円



２．支払先口座
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座種別
	
	口座番号
	

	口座名義
	

	口座名義カナ
	





様式第１２号（第１８条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	



令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
取得財産等処分承認申請書

　令和　年　月　日付け　第　　号で額の確定のあった、しまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）について、取得財産等を処分したいので、しまねオープンイノベーション推進事業助成金交付要領第１８条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
１．処分しようとする取得財産等
	財産名
	

	規　格
	

	数量
	

	取得価格
	　　　　　　　　円（消費税相当額を含まない額）

	取得年月日
	

	耐用年数
	



２．処分理由・方法






様式第１３号（第１９条関係）
年　　月　　日

　公益財団法人しまね産業振興財団　
　　代表理事理事長　　　　　　　　　様

	申請者：
	住　所
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	

	
	主たる業種
	

	担当者：
	役職・氏名
	

	
	担当者電話番号
	

	
	担当者Email
	




令和　　年度　しまねオープンイノベーション推進事業間接補助金
事業成果等報告書

　令和　年　月　日　第　　号で額の確定のあった、しまねオープンイノベーション推進事業補助金（　　　　　枠）の事業成果等について、しまねオープンイノベーション推進事業補助金交付要領第１９条の規定に基づき、別紙のとおり報告します。



様式第１３号　別紙（第１９条関係）


１．事業名


２．補助事業終了後の状況


３．事業化の状況（事業化している場合のみ記載）
（１）売上高等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業年度
	年度
（前年度）
	年度
（１年目）
	年度
（２年目）
	年度
（３年目）
	年度
（４年目）
	年度
（５年目）

	売上額
	
	
	
	
	
	

	
	うち間接補助事業によるもの
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	


　＊直近の決算書を添付すること
　＊「うち間接補助事業によるもの」欄には、間接補助事業により研究又は開発した製品等の売上額（改良の場合は売上の増加額）を記載すること。また、間接補助事業により開発等して取得した産業財産権の売買利益やライセンス料がある場合は、これも含めること。


（２）売上に関する状況等
	








